
担当 電話

（出資割合 ）

① ② ③

④ ⑤ ⑥

〒 電話

（詳細については事業評価シート参照）

[No.]　[主要事業名]　（該当ページ）　

[設立・出資目的と当該事業との具体的な関連性]

① ②

③ ④

⑤ ⑥

⑦ ⑧

÷ 総支出

(3)主要事業の有効性 （出資・設立目的に対して事業効果は、十分出ているか）

(4)主要事業の質・量 （出資・設立目的の達成のために、必要十分な事業が実施されているか）

役員 10歳代 72 年
常勤理事 20歳代 41 年
常勤監事 30歳代 9
非常勤理事
非常勤監事 理事長

職員
常勤管理職
常勤一般職
非常勤職員

0 0 0 0

本市派遣プロパーその他

出ていない

H31.4.1時点

実施されている ■一部見直す必要がある □

R02.4.1時点
250
258

R3.6

161 50

0

23 職員総数の推移(人)

歳

25
30

(2)総支出に占める事業支出割合 100.0%

評価

令和3年4月1日現在(単位：人)

理由

代表権のある役員の
就任年月

役員の任期

　長年培ってきた技術力やノウハウを活用し、札幌市水道事業の適正かつ合理的な運営と住民福祉の向上に寄与
してきたが、水道事業を取り巻く環境の変化に対応し、北海道の中心都市である札幌市の出資団体として道内の
中小事業体が抱える課題解決に貢献するため、広域的な事業展開を積極的に進めていく必要がある。

実施されていない

評価

(主要事業支出合計 1,542,717千円 1,542,717千円)

十分出ている ■高める余地あり

7

理由

本市OB

３　団体職員・構成員等

□

10,000千円

昭和54年(1979年）2月21日

水道の円滑な普及及び適正かつ合理的な
維持管理を行うために必要な事業を行
い、もって札幌市及び道内の水道事業の
合理的な運営と住民福祉の向上に寄与す
ることを目的とする。

011-211-7014櫻井

代表者 理事長（常勤）　川原眞人（市ＯＢ）

平均年齢

0

□□

　水道技術の重要な担い手として、安全・安定給水への貢献を通じて住民福祉の向上に寄与してい
る。札幌市水道事業の合理的な運営の面では、更なる技術力の向上を通じ、水道事業の効率的な運営
に、より一層寄与していくことが期待される。

令和３年度　出資団体評価シート
１　基本情報

団体名 （一財）さっぽろ水道サービス協会

設立年月日

設立・出資目的

基本財産

所管課

記入者

昭和54年(1979年）2月21日

本市出資額

出資年月日

昭和54年

平成 3年

平成24年

令和元年

5,000千円 50.0%

水道局総務部企画課

065-0012 011-750-3500

一般事業(８ページ)

調査研究・普及宣伝事業　(７ページ)
　水道事業に関する調査研究・普及宣伝事業の実施を通
じ、事業に対する水道利用者の認識が高まり、その理解を
得ながら安定的に事業を運営していくことで、住民福祉の
向上に寄与している。

(1)

受託事業(６ページ)　

団体所在地

２　実施事業

沿
革

財団法人札幌市水道サービス協会設立
基本財産を500万円から1,000万円に増額

一般財団法人へ移行

（一財）さっぽろ水道サービス協会に

名称変更

　水道事業に対する専門的知識・技術を有する当団体が業務
を受託し、札幌市水道局のほか水道事業全般の合理的な運営
に寄与している。

　水道技術者等の養成を進め技術水準の確保・向上を図ると
ともに、水道法により義務付けられている簡易専用水道の検
査を実施し適正な維持管理に係る指導・助言を行い、住民福
祉の向上に寄与している。

主な出資者
札幌市 (50.0%) （一財）さっぽろ水道サービス協会 (50.0%)

札幌市東区北12条東７丁目１番15号

総数

14

254

50歳代
60歳代

プロパー職員の年齢構成
理事40歳代

1 0

3 0 0 監事

9
2

3

14 2

2
4

42.8

（一財）さっぽろ水道サービス協会
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※数字は団体決算ベース（金額単位：千円）

経常収益(a)

経常費用(b)

うち管理費等(c)

うち人件費(d)

当期経常増減額(e)

当期正味財産増減額(f)

資産(g)

流動資産(h)

固定資産(i)

うち基本財産(j)

負債(k)

流動負債(l)

固定負債(m)

正味財産(n)

借入金残高(o)

R2年度決算の概要　

区分

(a)

(d)

(h)

※詳細は、別添の貸借対照表、正味財産増減計算書を参照。

※数字は札幌市決算ベース（金額単位：千円）

 市委託料

市業務委託料

うち随意契約

市指定管理費

うち非公募

（参考）再委託額

うち市業務委託分

再委託率

 損失補償等限度額

 損失補償契約等に係る債務残高

 （参考）市施設利用料金収入

うち非公募

４　財政状況

（経常収益比）

(9.5%) (▲ 9,436)

(76.4%) (＋40,194)

(▲ 12,046)

(＋23,170)

（前年比）

財
務
状
況

正
味
財
産
増
減
計
算
書

正
味
財
産
増
減
計
算
書

経
常
増
減

(100.0%)

(＋114,640)

(▲ 74,503)

(▲ 13,270)

貸
借
対
照
表

(＋40,137)

(0)

(▲ 9,323)

0

1,470,851

５　本市の財政的関与

（前年比）R1年度決算

(▲ 35,216)

(＋49,470)

(0)

(▲ 17,677)

(＋8,344)

(0)

(▲ 9,333)

0

601,115

 市貸付金

(2.5%)

(▲ 11,521)

(▲ 11,521)37,212

(0)

(0)

(▲ 9,323)

(▲ 9,323)1,470,851

0

0

48,733

48,733

(3.3%)

1,470,851

(0)

(0)

(0)

(0)

(0)

0

0

(▲ 0.8%)

(0)

0

0

0

R1年度決算

1,630,078

1,519,547

163,756

1,195,504

110,531 75,315

49,471

1,081,730

R2年度決算

1,618,032

1,542,717

154,320

1,235,698

62,741

1,041,593

440,478

10,000

197,845 188,512

174,660

13,852

893,218

715,755

365,975

10,000

192,337

5,508

843,748

0

0

　経常収益については、受託事業である「水道記念館管理運営業務」において、新型コロナウイルス感
染症の影響により、イベントが開催できなかったこと等に伴う受託料の減少のため、前年度に比べ12百
万円の減となった。

　経常費用のうち人件費については、人材の確保や技術力を確実に継承していくため、有期雇用職員か
らプロパー職員への転換等を積極的に行ったこと等により、前年度に比べ40百万円の増となった。

　資産のうち流動資産については、差入保証金（札幌市水道局への入札保証金139百万円）が戻ってき
たため、当該金額を固定資産から流動資産（預金）へ移動したこと等により、前年度に比べ114百万円
の増となった。

当期収入の増減、収支の状況、資産・負債の大幅な変動の要因等

区　分

区　分

0

 市貸付金残高

 市補助金・交付金・負担金

R2年度決算

0

1,461,528

1,461,528

1,461,528

0

0

37,212

0

0

0

0

0

（一財）さっぽろ水道サービス協会
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６　財務指標に基づく評価

剰余金(n-j)

自己資本比率(n÷g)

流動比率(h÷l)

固定比率(i÷n)

借入金依存度(o÷g)

職員一人当り経常収益

職員一人当り管理費

市依存度（収入）

市財政的関与割合(収入）

(注１)市収入＝市補助金・交付金・負担金＋市業務委託料（随意契約分）＋市指定管理費（非公募分）＋市施設利用料金収入（非公募分）

(注２)市収入＝市補助金・交付金・負担金＋市業務委託料＋市指定管理費＋市施設利用料金収入

７　「札幌市出資団体の在り方に関する基本方針」に基づく具体的な行動計画の総括評価

　※1詳細については具体的な行動計画（別冊子）を参照

　※2指標の実績値は各年度末時点のもの

(1)出資・出捐

No.

目標
実績
目標
実績

(2)人的関与

No.

目標
実績
目標
実績
目標
実績

2人 2人

2人

計画策定時 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度

検討・調整

検討・調整

5,000千円
5,000千円

検討・調整

検討・調整

5,000千円
検討・調整

検討・調整

5,000千円
5,000千円
検討・調整

ここでは、具体的な行動計画(※1)で示した取組目標について、年度ごとの指標(※2)の達成状況と集中取
組期間の総括評価を行う。

○出資比率の見直し

○市職員の役員就任及び派遣の継続

評
価

　当団体の役割や事業展開は、本市水道局の事業運営方針とも密接に関連する事柄であり、水道シス
テムの将来を見据えながら水道事業に係る組織体制の充実・強化を図っていくため、今後も、派遣職
員に求められる役割を精査しながら、効率的かつ最小限の人的関与を継続していく。

①

③ 役員の就任数（理事）

　○取組目標
　指標名

2人

312.5% 409.8% (＋97.3%) 流動資産÷流動負債

52.2% 41.0% (▲11.2%)

⑴健全性

833,748 883,218 (＋49,470)

理
由

　債務超過、累積欠損の状態になく、自己資本比率や流動比率、固定比率ともに望ましい水準にあ
る。一方、市依存度は前年度とほぼ同水準であるが、依然として高い水準にあり、広域的な事業展開
を進めるなどにより自立性を高めていく必要がある。

⑶自立性
市収入(注1)÷経常収益

管理費等÷職員総数

人件費÷経常収益

健全性の評価 高い

管理費率(経常収益比)(c÷a) 10.0% 9.5% (▲0.5%)

90.2%

■ 非常に高い □

（金額単位：千円）

前年比較減

項　目

前年比較減

前年比較増

R2年度 (前年比)

⑵生産性

6,520千円 6,271千円 (▲ 249千円)

655千円 598千円 (▲ 57千円)

76.4% (＋3.0%) 前年比較減

評価基準

管理費等÷経常収益

経常収益÷職員総数

備　考

固定資産÷正味財産

0.0%

人件費率(経常収益比)(d÷a)

R1年度

前年比較増

≧50％

≧150%

≦100％

0.0% (0.0%) 借入金残高÷資産

正味財産-基本財産

81.0% 82.6% (＋1.6%) 正味財産÷資産

73.3%

前年比較減

□□□ 概ね健全 やや低い 低い

前年比較減

前年比較減

出資（出捐）の見直し検討

5,000千円

90.3% (＋0.1%)

90.2% 90.3% (＋0.1%)

市収入(注2)÷経常収益

計画策定時 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度

2人

2人 2人

2人

2人
2人

2人2人

　○取組目標
　指標名

2人

評
価

 出資比率の引き下げについては、本市にとっての当団体の重要性が低下したと関係団体に捉えられる事のないよ
う、当団体の広域展開の進捗状況を踏まえて検討していくこととしている。現在、当団体では、道内水道事業体
が参加する合同研究会等を開催するなど、近隣事業体との連携強化を図りながら、札幌市域を超えた広域展開の
活動を本格化させているところであり、引き下げの時期については、引き続き慎重に検討していく。

①

②
―

2人2人
市職員派遣数

2人
3人

検討・調整

5,000千円
5,000千円
検討・調整

検討・調整

市出捐金
5,000千円
5,000千円5,000千円

2人1人2人 1人2人
　○総括評価

達成
【取組結果】

　○総括評価
達成

【取組結果】

② 役員の就任数（評議員）
2人 2人 2人 2人 2人

2人 2人 2人 2人 2人 2人

（一財）さっぽろ水道サービス協会
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(3)団体の活用

No.

目標
実績
目標
実績

(4)更なる経営の安定化

No.

目標
実績
目標
実績

(5)団体統制

No.

目標
実績
目標
実績

2件

計画策定時 H28年度 H29年度 H30年度

Ｓランク
Ｓランク

3件

Ｓランク
Ｓランク

2件
2件

Ｓランク
Ｓランク

3件
2件

Ｓランク
Ａランク

2件
2件

Ａランク

R２年度

5件 4件
5件 5件

推進 推進

①新型コロナウイルス感染症の影響による業務の中断や営業活動の制限などにより、目標件数に届かない年度も
あったが、そうした状況においても本市以外の道内事業体から新規事業を受注するなど、取組全体としては一定
の評価ができる。
②各部門における中期経営計画に掲げる目標を達成するため進捗管理を実施しており、これにより把握した事業
の進捗状況や課題等を、次期経営計画へ反映させていくことが望まれる。

5件 4件 5件 5件

○団体の優位性を活かした事業の推進

○経営の安定化に資する事業展開

○人材の確保・育成

　○取組目標
　指標名

H29年度 H30年度

H30年度H29年度 R元年度

①
簡易専用水道検査外部精度
管理調査の評価ランク Ｓランク

Ｓランク

R元年度 R２年度

②

検討 策定

6件

H28年度

推進 推進
― 検討 検討 策定

6件

評
価

　○取組目標
　指標名

事業体の課題解決に向けた
研修・勉強会等の実施件数 2件

計画策定時

①平成30年度から最高評価のＳランク取得を達成しており、引き続き検査体制の向上に努めていくことを期待す
る。
②近隣事業体との連携強化等を目的とした「水道事業体合同技術研修」や「広域的な連携に係る合同研究会」に
加え、令和元年度からは道内水道事業者等相談窓口の一環として「直接相談会」を実施することとした。新型コ
ロナウイルス感染症の影響により一部の実施を見送ったため、目標件数に達していない年度もあったが、取組全
体としては目的をおおむね達成することができた。

2件
2件

R元年度 R２年度

評
価

① 本市以外からの業務受託件数
5件

　○取組目標
　指標名

① 人事・給与制度の見直し
調査・検討

② 次期中期経営計画の策定
検討

計画策定時 H28年度

　○総括評価
達成

【取組結果】

導入 導入済 導入済 導入済
― 一部導入 導入 導入済 導入済 導入済

② 技術資格取得者延べ人数
800人 835人 870人 905人 940人

763人 821人 992人 1,039人 1,105人 1,195人

評
価

①若い世代を継続的に雇用し優秀な人材を確保し続けるため、プロパー職員の処遇改善を実施した。
②職員の技術力向上を図るべく資格の取得促進に努めた。引き続き資格取得促進に取り組み、技術力
の向上を図っていくことが望まれる。

　○総括評価
達成

【取組結果】

【取組結果】

　○総括評価
達成

（一財）さっぽろ水道サービス協会
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(6)札幌市の施策との連動

No.

目標
実績
目標
実績

No.

目標
実績
目標
実績

ホームページ公開情報

ホームページアドレス

Eメールアドレス

【経営状況等】
■ 定款 ■ 役員名簿 ■ 団体機構図 ■ 事業計画書 ■ 予算書
■ 事業報告書 ■ 決算書 □ 中長期的な経営計画

【事業情報等】
■ 実施事業（イベント）情報 ■ 管理施設情報
■ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

ホームページ以外の情報媒体

※特記ない限り、本評価シートの情報は令和３年7月1日現在のものです。

事業案内パンフレット

採用情報、認定・認証取得情報、参加事業情報

広報誌・冊子の発行：

swsa-soukatu@m2.dion.ne.jp

http://www.swsa.jp/

８　情報公開等の状況

○障がいのある方の自立支援

① 障害のある方の雇用人数
基準以上 基準以上 基準以上

　○取組目標
　指標名

計画策定時 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度

基準以上 基準以上
6人（法定6人） 基準以上 基準以上 基準以上 基準以上 基準以上

42% 45% 47% 67% 68%

R元年度 R２年度

○雇用の安定化への取組

72%

　毎年度、法定基準以上の雇用をしており、今後も雇用を継続していくことが必要である。

【取組結果】

　○総括評価

②

達成

　○取組目標
計画策定時 H28年度 H29年度 H30年度

　指標名

評
価

②

① 正規職員比率
45% 47% 49% 51% 53%

評
価

　インターネット媒体を積極的に活用し、毎年度、正規職員の新規採用を続けてきた。また、採用に
向けた法人説明会等も開催しており、引き続き正規職員の採用に取り組んでいくことを期待する。

　○総括評価

達成

【取組結果】

（一財）さっぽろ水道サービス協会
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１．事業概要

２．実施結果

収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

３．所管局による評価

⑴事業内容

⑵事業目的

　札幌市の水道普及率は99.9％となり、欠かすことのできないライフラインとして住民生活の基盤を支えて
いるが、人口減少等により、今後は給水収益の伸びは期待できない状況にある。そのような状況において、
将来にわたり安全で安心な水を安定的に供給していくため、水道の専門的知識及び技術を有する当団体が業
務を担うことで、水道事業の合理的な運営と住民福祉の向上に寄与する。

⑶事業開始

1,461,528市委託料(随意契約)

➌ 配水施設等巡回点検業務　延べ点検回数
➍

水道記念館来館者の満足度

浄水場維持管理業務　事故・故障対応件数

(1)札幌市からの受託事業
　・水道事業に係る諸収入金の収納（上下水道料金督励収納等）
　・水道記念館の管理運営
　・地下埋設物・給水装置台帳情報提供管理
　・小規模貯水槽水道の衛生管理改善指導
　・給水装置工事の検査
　・道路占用許可申請等受付入力管理
　・配水管路や配水施設等の維持管理
　・浄水場の維持管理(藻岩・白川浄水場維持管理、西野・宮町浄水場管理)　
　・水道水質監視・管理
(2)札幌市以外からの受託事業
　・石狩西部広域水道企業団…当別浄水場運転管理
　・（公社）日本水道協会…配水管工技能講習会等の運営管理
　・（公財）給水工事技術振興財団…給水装置工事主任技術者試験の試験監督
　・古平町…配水管探知調査業務
　・島牧村…漏水調査業務ほか

昭和54年度（1979年度）

─

90％

➎

➊
➋
➌ 水道記念館の年間入館者数
➍

➏

札幌市以外からの業務受託件数

漏水発見件数（札幌市）

➎ 配水施設等維持管理事業　故障・警報対応件数

R3年度目標
197
90％

110,000
6

⑶成果指標 R2年度実績
175
90％
11,643

5

─

R2年度目標
216

110,000
6

0
141,151

R2年度目標

0
1,507,246
1,356,474
150,772

(＋36,340)
(＋44,082)
(▲ 7,742)

(▲ 44,079)
(▲ 3.15%)

─
─
─

─
R3年度目標

28,386
5,820
─
─

5,816
25
453

事業目的に対して事業の効果は

0
0

139,567
0

1,470,906
1,312,392
158,514
139,512
109.48%

R1年度実績
─

27,551
5,836
42
472

R1年度実績
151
90％

97,741
5

⑵
収
支
状
況

　当該団体は収入に占める札幌市水道局からの業務委託料の割合が高い状況にあり、広域的な事業展開
や自主事業の拡大に取り組むことで、自主性・自立性を高めていく必要がある。

⑴
事
業
の
実
施
結
果
の
有
効
性

➏

当該事業の収支状況は □ 良好 ■ 見直しの余地あり □ 要改善

十分出ている 高める余地あり 出ていない□ ■ □

 当該団体は水道局と一体となった水道技術の重要な担い手として、技術継承や技術力強化を行いながら、安全・安
定給水に直結する基幹的業務に携わっている。
　また、北海道の中心都市である札幌市の水道事業における出資団体として、長年、水道局の受託業務を通じて
培ってきた技術力やノウハウを活用し、道内の中小事業体が抱える課題の解決に貢献するため、近隣水道事業体の
実態の把握や課題の共有を目的とした「合同研究会」を開催して情報交換を行っている。
　これらのことは、水道事業全般の合理的な運営に寄与していると考えられる。
　なお、令和２年度は島牧村から「漏水調査業務」、古平町から「配水管探知調査業務」をそれぞれ受託したが、
単年度契約であるため、当該団体が札幌市及び道内における水道事業の安定運営により一層貢献していくためには
事業範囲の拡大や業務領域の高度化を進め、引き続き広域的な事業展開に取り組んでいく必要がある。

➋ 浄水場維持管理業務　延べ点検回数
➊ 水道メーターの延べ検針件数

⑴
事
業
収
支

(

単
位
　
千
円

)

一般事業(８ページ)

95,433
106.33%

99.1

⑵活動指標

自主事業収入（補助金除く）

R1年度
1,610,418

98.8

1,470,851
0

R2年度
1,602,679

0
1,461,528

R2年度実績
─

27,035

0

（前年比）
(▲ 7,739)

(0)
(▲ 9,323)

(0)
(0)

(＋1,584)
(0)

事業評価 （ 1 ） 受託事業

事業所管課： 水道局総務部企画課 担当： 櫻井 電話： 011-211-7014

（一財）さっぽろ水道サービス協会
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１．事業概要

２．実施結果

収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

３．所管局による評価

要改善

　当該事業は利用者の水道事業に対する理解・関心を深めると同時に、災害対策などの啓発を目的とし
て行っている事業である。収益性を期待する事業ではないものの、費用対効果に留意しながら継続的に
実施していく必要がある。

□ 出ていない

　水道記念館の認知度向上のため、例年、小学生を対象とした体験イベント、公共交通機関やイベント情報誌等へ
の広告掲載を行っていたが、新型コロナウイルス感染症の影響により、各種イベントの開催及び広告の掲載は見送
ることとなった。また、冬季の閉館期間中に予定していた市内の幼稚園・保育園を対象とした「出張教室」、地下
歩行空間においてアンケートや水道に関するクイズを行う「水道ひろば」等の水道事業の普及宣伝活動や、災害時
に必要となる水道水の備蓄の啓発活動についても同様の理由により見送ることとなった。令和３年度は既に各種イ
ベントが中止になるなど、目標達成が難しい状況となっているが、感染予防策を講じた効果的な啓発活動を検討
し、取り組んでいくことを期待する。

⑵
収
支
状
況

当該事業の収支状況は □ 良好 ■ 見直しの余地あり □

⑴
事
業
の
実
施
結
果
の
有
効
性

事業目的に対して事業の効果は □ 十分出ている ■ 高める余地あり

➏
➎
➍ 水道記念館ホームページアクセス数 63,247 60,000 32,771 60,000
➌ 水道キャラバンの参加人数（冬季） 8,000 8,000 0 8,000

30,000
➋ 幼稚園・保育園向け出張教室の参加人数（冬季） 433 450 0 450

⑶成果指標 R1年度実績 R2年度目標 R2年度実績 R3年度目標
➊ 水道記念館におけるイベント来場者数 29,071 30,000 0

➏
➎
➍ ホームページ更新回数 24 50 6 50
➌ 水道キャラバンの開催日数（冬季） 4 4 0 4
➋ 幼稚園・保育園向け出張教室の開催拠点数（冬季） 15 15 0 15
➊ 水道記念館におけるイベント開催日数 61 61 0 61

1.15% 0.69% (▲ 0.46%)
⑵活動指標 R1年度実績 R2年度目標 R2年度実績 R3年度目標

2,955 1,735 (▲ 1,220)
▲ 27,107 ▲ 17,226 (＋9,881)

⑴
事
業
収
支

(

単
位
　
千
円

)

一般事業(８ページ) R1年度 R2年度 （前年比）
315 120 (▲ 195)

27,422 17,346 (▲ 10,076)
24,467 15,611 (▲ 8,856)

自主事業収入（補助金除く） 315 120 (▲ 195)
0 0 (0)

0 0 (0)
0 0 (0)

0 0 (0)
0 0 (0)

0.0 0.0

⑵事業目的
　水道事業に関する調査研究・普及宣伝事業の実施を通じ、水道事業に対する水道利用者の認識を高めると
ともに、水道記念館を水道事業ＰＲの拠点施設と位置付け水道事業の運営について理解を得ることを目的と
する。

⑶事業開始 昭和54年度（1979年度）

⑴事業内容

(1)水道事業の普及宣伝に係る各種イベントの企画、開催
(2)ホームページによる水道事業の普及宣伝

事業評価 （ 2 ） 調査研究・普及宣伝事業

事業所管課： 水道局総務部企画課 担当： 櫻井 電話： 011-211-7014

（一財）さっぽろ水道サービス協会
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１．事業概要

２．実施結果

収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

３．所管局による評価

要改善

簡易専用水道の検査については、直結給水方式への転換による検査対象施設数の減少や民間検査機関の
参入など厳しい状況にある（令和２年度は民間競合の結果、検査件数が1,254件）。当該団体が持つ社会
的意義からも事業継続に向けて、実施体制のあり方や収支改善の方策を検討する必要がある。

□ 出ていない

①各団体が主催する講習会等に積極的に講師を派遣するなどし、水道技術者の技術水準の確保・向上に貢献してい
る。
※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、札幌市水道局と共催の「水道事業体合同技術研
修」やJICA主催の「課題別研修　上水道施設技術総合（B）コース」が中止になった影響により件数が減少してい
る。
②当該団体は、（一社）全国給水衛生検査協会のGIP（簡易専用水道優良検査機関）の認証を取得（平成23年５月認
定、全国で３機関のみ）しており、近隣地域の官公庁や大口管理会社、清掃会社を訪問し、簡易専用水道検査の必
要性について広く周知することで、水道利用者の安全・安心に寄与している。

⑵
収
支
状
況

当該事業の収支状況は □ 良好 ■ 見直しの余地あり □

⑴
事
業
の
実
施
結
果
の
有
効
性

事業目的に対して事業の効果は ■ 十分出ている □ 高める余地あり

➏
➎
➍
➌

200
➋

⑶成果指標 R1年度実績 R2年度目標 R2年度実績 R3年度目標
➊ 技術者養成研修参加者数 247 200 11

➏
➎
➍
➌ （簡易専用水道）書類検査受験件数 366 370 318 370
➋ （簡易専用水道）現場検査受験件数 1,200 1,300 936 1,300
➊ 技術者養成研修実施回数 7 5 3 5

88.93% 81.04% (▲ 7.89%)
⑵活動指標 R1年度実績 R2年度目標 R2年度実績 R3年度目標

2,287 1,813 (▲ 474)
▲ 2,348 ▲ 3,436 (▲ 1,088)

⑴
事
業
収
支

(

単
位
　
千
円

)

一般事業(８ページ) R1年度 R2年度 （前年比）
18,871 14,689 (▲ 4,182)

21,219 18,125 (▲ 3,094)
18,932 16,312 (▲ 2,620)

自主事業収入（補助金除く） 18,871 14,689 (▲ 4,182)
0 0 (0)

0 0 (0)
0 0 (0)

0 0 (0)
0 0 (0)

1.2 0.9

⑵事業目的
(1)水道技術者等の技術水準の確保・向上を図る。
(2)水道法により義務付けられている簡易専用水道の検査を、設置者からの申込より実施し、設置者の
　 衛生管理意識の啓発及び向上、更には利用者の衛生状況改善に寄与する。

⑶事業開始 昭和53年度（1978年度）

　　 提出書類による検査

 　①現場検査（一般検査）

　 ②書類検査（簡易検査）
　 ・建築物における衛生的環境の確保に関する法律第10条に基づき作成した

　 ・書類の整理等に関する検査
　 ・その他の検査

　　　講習会」及び「貯水槽清掃作業監督者再講習会」への講師派遣

⑴事業内容

(1)水道技術者等の養成に必要な教育及び指導訓練
　 ・(公社)日本水道協会主催「水道技術管理者資格取得講習会」への講師派遣
   ・(公財)日本建築衛生管理教育センター主催「建築物環境衛生管理技術者

　 ・施設及びその管理の状態に関する検査
　 ・給水栓における水質検査

(2)簡易専用水道の検査

事業評価 （ 3 ） 一般事業

事業所管課： 水道局総務部企画課 担当： 櫻井 電話： 011-211-7014

（一財）さっぽろ水道サービス協会
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